
　
　
　
　
　
　
　
佐
伯
直
秀
教
授
略
歴

大
正
六
年
五
月
六
日

　
　
鹿
児
島
県
日
置
郡
伊
集
院
町
下
谷
口
一
八
四
八
に
出
生

昭
和
一
七
年
九
月

　
　
東
北
帝
国
大
学
法
文
学
部
法
学
科
卒
業

同
　
～
七
年
一
〇
月

　
　
三
菱
商
事
株
式
会
社
入
社

同
　
一
八
年
四
月

　
　
同
　
退
職

同
　
一
八
年
五
月

　
　
飯
野
海
運
産
業
株
式
会
社
入
社
　
ア
ソ
ダ
マ
ン
海
軍
造
船
所
営
業
主
任

同
　
二
一
年
四
月

　
　
終
戦
に
よ
り
内
地
帰
還

同
　
ニ
ニ
年
四
月

　
　
同
　
退
職

同
　
二
二
年
五
月

　
　
鹿
児
島
県
立
伊
集
院
中
学
校
（
学
制
改
革
に
よ
り
同
二
三
年
四
月
一
日
伊
集
院
高
等
学
校
と
な
る
）
教
諭
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同同同同同同同同同同二
八
年
四
月

鹿
児
島
県
立
短
期
大
学
助
手

三
〇
年
六
月

資
格
審
査
の
結
果
、
講
師
（
商
法
）
と
判
定
さ
る
（
大
学
設
置
審
議
会
）

三
〇
年
八
月

鹿
児
島
県
立
短
期
大
学
講
師

三
三
年
五
月

資
格
審
査
の
結
果
、
助
教
授
（
商
法
）
と
判
定
さ
る
（
大
学
設
置
審
議
会
）

三
三
年
七
月

鹿
児
島
県
立
短
期
大
学
助
教
授

四
一
年
七
月

鹿
児
島
県
立
短
期
大
学
教
授

四
三
年
一
〇
月

法
学
博
士
の
学
位
授
与
（
東
北
大
学
）

四
五
年
四
月

鹿
児
島
大
学
教
授
法
文
学
部
（
商
法
）

　
　
　
ヨ
　

文
薯
大
学
院
設
置
審
議
会
「
商
法
」
⑧
適
格
判
定

五
四
年
四
月
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鹿
児
島
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
担
当

同同同
五
六
年
四
月

鹿
児
島
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
長

五
六
年
二
月

鹿
児
島
大
学
評
議
員
（
昭
和
五
八
年
一

五
八
年
四
月

停
年
に
よ
り
退
職

二
月
ま
で
）
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業

績

目

録

　
　
株
式
会
社
の
機
関
論
　
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
　
昭
和
四
二
年

　
　
　
九
年

　
　
　
定
款
保
留
と
株
主
総
会
の
権
限
拡
張
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
六
号
　
昭
和
三
〇
年

　
　
　
ウ
ィ
ル
キ
ン
判
事
と
自
然
法
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
四
号
　
昭
和
三
〇
年

　
　
　
設
立
費
用
（
定
款
不
記
載
の
）
と
そ
の
対
外
的
負
担
者
に
つ
い
て
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
七
号
　
昭
和
三
一
年

　
　
　
株
主
総
会
に
お
け
る
議
決
権
の
代
理
行
使
に
つ
い
て
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
五
号
　
昭
和
三
一
年

　
　
　
証
券
取
引
委
員
会
規
則
第
コ
言
写
の
間
題
点
と
そ
の
検
討
　
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
八
号
　
昭
和
三
二
年

　
　
　
株
式
譲
渡
の
自
由
に
つ
い
て
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
六
号
　
昭
和
三
二
年

　
　
　
募
集
設
立
に
お
け
る
株
式
引
受
に
つ
い
て
ー
そ
の
入
社
契
約
説
へ
の
疑
間
を
中
心
と
し
て
ー
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
七
号

　
　
　
昭
和
三
三
年

　
　
　
経
論
双
」
八
号
　
昭
和
三
四
年

　
ラ
　
3
　
（
　
）
　
4
　
（
　
）
　
5
　
（
　
）
　
6
　
（
　
）
　
7
　
（
　
　
　
　
　
　
　
ラ
　
　
　
　

）
　
著
書

｝（②
　
論
文

　
）
　
会
社
の
目
的
と
そ
の
能
力
制
限
　
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
四
号
　
昭
和
二
九
年

　
1
　
（
　
）
　
民
法
第
八
三
四
条
の
「
著
し
く
」
に
つ
い
て
の
判
例
変
遷
と
民
法
改
正
に
つ
い
て
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
三
号
　
昭
和
二

　
2
　
（

　
①
　
特
別
利
害
関
係
人
と
し
て
の
取
締
役
－
計
算
書
類
承
認
に
際
し
て
の
議
決
権
行
使
の
可
、
不
能
に
つ
い
て
ー
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商

　
α
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（拗　（11）（1め（1⑤（2①（19（紬（切（1①（15）（26）伽（24）（23）（羽）⑫1）

商
法
第
三
四
三
条
の
検
討
ー
株
主
の
利
益
保
護
の
立
場
に
立
っ
て
ー
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
一
〇
号
　
昭
和
三
四
年

違
法
配
当
の
返
還
義
務
に
つ
い
て
1
商
法
第
二
九
〇
条
二
項
の
株
主
に
は
善
意
株
主
が
含
ま
れ
る
か
否
か
ー
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商

経
論
双
」
九
号
　
昭
和
三
五
年

取
締
役
の
議
決
権
排
除
に
つ
い
て
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
一
扁
号
　
昭
和
三
五
年

株
主
総
会
決
議
の
無
効
主
張
に
つ
い
て
ー
訴
提
起
以
外
の
他
の
方
法
に
ょ
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
か
否
か
ー
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経

論
双
」
一
〇
号
　
昭
和
三
六
年

正
当
の
理
由
な
き
取
締
役
解
任
制
度
に
つ
い
て
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
一
二
号
　
昭
和
三
六
年

取
締
役
忠
実
義
務
の
間
題
点
と
そ
の
検
討
　
企
業
法
論
社
「
企
業
法
研
究
」
七
九
輯
　
昭
和
三
六
年

代
表
訴
訟
に
お
け
る
取
締
役
の
責
任
の
範
囲
に
つ
い
て
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
コ
号
　
昭
和
三
七
年

商
法
第
二
六
六
条
の
三
に
規
定
す
る
「
第
三
者
」
の
範
囲
に
つ
い
て
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
ご
二
号
　
昭
和
三
七
年

定
款
保
留
規
定
（
商
法
第
二
三
〇
条
の
二
）
適
用
の
限
界
に
つ
い
て
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
一
四
号
　
昭
和
三
八
年

商
法
第
二
五
四
条
二
項
の
立
法
趣
旨
に
つ
い
て
i
資
格
株
排
除
説
の
論
拠
に
つ
い
て
ー
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
二
舌
万

昭
和
三
九
年

商
法
第
二
五
六
条
の
二
の
規
定
廃
止
に
つ
い
て
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
一
五
号
　
昭
和
三
九
年

代
表
取
締
役
に
対
す
る
監
督
と
そ
の
問
題
点
　
企
業
法
論
社
「
企
業
法
研
究
」
ご
二
輯
　
昭
和
四
〇
年

議
決
権
代
理
行
使
委
任
状
の
勧
誘
規
則
と
そ
の
間
題
点
に
つ
い
て
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
一
四
号
　
昭
和
四
〇
年

取
締
役
会
制
度
の
問
題
点
と
そ
の
検
討
　
　
「
鹿
児
島
県
立
短
大
紀
要
」
一
六
号
　
昭
和
四
一
年

取
締
役
会
議
長
制
　
企
業
法
論
社
「
企
業
法
研
究
」
一
四
六
輯
　
昭
和
四
二
年

手
形
行
為
の
代
理
　
商
事
法
務
研
究
会
『
判
例
手
形
法
・
小
切
手
法
（
伊
沢
還
暦
記
念
論
集
）
』
　
昭
和
四
四
年
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集
」
二
二
巻
二
号
　
昭
和
五
三
年

　
　
　
　
昭
和
五
七
年

　
　
　
〇
四
～
四
〇
八
条
の
三
　
商
事
法
務
研
究
会
　
昭
和
四
七
～
八
年

　
　
　
学
書
院
昭
和
五
一
年

　
ω
　
代
表
訴
訟
に
よ
っ
て
追
求
し
う
る
取
締
役
の
責
任
の
範
囲
　
北
沢
正
啓
編
『
法
律
学
争
点
シ
リ
ー
ズ
四
　
商
法
の
争
点
』
　
有
斐
閣

　
ー
　
弔
慰
金
支
給
決
議
に
対
す
る
判
例
構
造
と
法
意
識
　
企
業
法
論
社
「
企
業
法
研
究
」
一
六
九
輯
　
昭
和
四
四
年

　
7
　
2
　
（
　
ー
　
買
戻
手
形
と
否
認
権
　
東
北
大
学
「
法
学
」
三
五
巻
四
号
　
昭
和
四
七
年

　
8
　
②
　
①
　
商
法
第
二
九
〇
条
二
項
の
法
的
性
質
に
っ
い
て
　
鹿
児
島
大
学
「
法
学
論
集
」
七
巻
二
号
　
昭
和
四
七
年

　
泓
　
（
　
①
　
商
法
第
二
九
〇
条
二
項
の
株
主
の
意
義
に
つ
い
て
　
鹿
児
島
県
立
短
大
「
商
経
論
双
」
二
二
号
　
昭
和
四
八
年

　
⑤
　
D
　
代
表
訴
訟
に
お
け
る
取
締
役
の
責
任
の
範
囲
　
日
本
評
論
社
「
法
学
セ
ミ
ナ
ー
」
ニ
ニ
○
号
　
昭
和
四
九
年

　
G
、
　
鋤
　
商
法
第
二
六
六
条
第
一
項
五
号
に
い
う
、
い
わ
ゆ
る
『
法
令
』
の
意
義
に
つ
い
て
ー
通
説
に
刈
す
る
疑
問
f
　
鹿
児
島
大
学
「
法
学
論

　
G

　
鋤
　
改
正
商
法
第
二
六
六
条
一
項
五
号
に
い
う
、
い
わ
ゆ
る
『
法
令
』
に
つ
い
て
の
再
論
　
鹿
児
島
大
学
「
法
学
論
集
」
一
七
巻
一
・
二
号

　
∩
与

　
（

日
　
そ
の
他

　
）
　
信
託
企
業
　
中
川
善
之
助
目
服
部
栄
三
編
『
商
取
引
（
実
用
法
律
事
典
）
』
　
第
一
法
規
　
昭
和
四
六
年

　
1
　
（
　
）
　
服
部
栄
三
“
菅
原
菊
志
編
『
逐
条
判
例
会
社
法
　
第
一
～
五
巻
』
八
四
～
八
八
条
、
『
九
四
～
一
九
七
条
、
二
四
八
～
二
五
一
条
、
四

　
2
　
（

　
ー
　
服
部
栄
三
賢
星
川
長
七
編
『
基
本
法
コ
ン
メ
ン
タ
ー
ル
商
法
H
』
二
六
一
～
二
六
七
条
　
口
本
評
論
社
　
昭
和
五
〇
年

　
3
　
（
　
）
　
名
義
書
換
手
続
の
失
念
と
新
株
引
受
権
　
『
法
学
セ
ミ
ナ
ー
　
全
築
一
二
』
　
日
本
評
論
社
　
昭
和
五
〇
年

　
4
　
（
　
）
　
蓮
井
良
憲
編
『
会
社
法
』
第
二
編
株
式
会
社
・
第
二
章
設
立
　
法
律
文
化
社
　
昭
和
五
〇
年

　
5
　
（
　
）
　
会
社
に
お
け
る
債
権
者
保
護
の
態
様
　
社
債
権
者
の
団
体
　
星
川
長
七
H
山
口
幸
五
郎
他
編
『
会
社
法
（
法
律
学
演
習
講
座
六
）
』
　
法

　
6
　
（
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（9）（8）

昭
和
五
三
年

代
表
取
締
役
の
代
表
権
の
制
限

取
締
役
の
会
社
に
対
す
る
責
任

そ
の
他

そ
の
他

蓮
井
良
憲
編
『
判
例
演
習
会
社
法
』
　
九
州
大
学
出
版
会
　
昭
和
五
五
年

服
部
栄
三
昌
星
川
長
七
編
『
新
版
会
社
法
』
　
日
本
評
論
社
　
昭
和
五
七
年
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